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1. はじめに
合成桁が正の曲げモーメントを受けた場合，スタッド
等のずれ止めによりコンクリート床版と鋼はりの間で
応力伝達がなされるが，圧縮フランジの幅よりもコンク
リート床版の幅が広いために，コンクリート床版の圧縮
応力はせん断遅れの影響を受けることが知られている．
本研究では，負曲げ領域に着目し，単純支持した種々
の床版幅の合成桁の負曲げ載荷試験を行い，橋軸方向及
び橋軸直角方向の鉄筋のひずみ分布やひび割れ幅を測定
することによって，合成桁の床版幅がRC床版内鉄筋
のひずみ挙動やひび割れ幅に及ぼす影響について検討す
る．

2. 実験概要
本研究に用いた試験体は，図–1に示す断面形状を
もつ全長3000mmの合成桁で，ずれ止めとして軸径
13mm，全高 80mmの頭付きスタッドを2列に配置し
た．試験体は，表–1に示すように，床版幅の異なる 3
体を製作した．試験体名は頭文字Wの後に床版幅を，
Pの後に鉄筋比を表す数字を付けて表すこととする．
試験体配筋図を図–2に示す．橋軸方向鉄筋は，ひず
みゲージを密な間隔で貼り付けるためにD16溝切り鉄
筋を使用し，各試験体とも表–1に示す本数を配置し，
その端部を鋼板に溶接することで定着させた．このと
き，コンクリート床版断面に対する鉄筋比が2.1％とな
るように設計した．載荷試験時の支点位置及び載荷点
位置を図–3に示す．載荷時には，試験体を支点間距離
が 2700mmとなるように単純支持し，試験体中央に集
中荷重を載荷した．載荷方法は漸増繰り返し載荷とし，
ピーク荷重を表–2に示すようにし，載荷除荷を繰り返
した後，試験体中央たわみが約 30mmに達するまで荷
重を増加させた．
載荷試験では，橋軸方向鉄筋のひずみ，ひび割れ幅を
測定した．橋軸方向鉄筋のひずみは引張縁すべての鉄
筋に着目して測定を行った．その測定対象区間は，図–
3の試験体中央を基準に左側を－側，右側を＋側と定義
すると，－100mmから＋ 400mmまでの計500mm区
間であり，その測定対象区間にひずみゲージを25mm，
あるいは 50mm間隔で鉄筋の上下面に貼り付けた．ま
た，図–3のように，標点距離 100mmのパイ型変位計
をその中心がスターラップの位置と一致するように，
試験体中央を基準に－ 100mmから＋ 500mmまでの計
600mm区間に6台設置し，ひび割れ幅を測定した．パ
イ型変位計は幅方向のひび割れ幅の違いを観察するた
め，試験体中央と端部に同一の台数設置した．
なお，D16溝切り鉄筋の弾性係数は200kN/mm2，
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また，載荷試験実施時のコンクリートの圧縮強度及び引
張強度はそれぞれ36.9N/mm2， 3.2N/mm2，静弾性
係数は29.3N/mm2である．

表–1 各試験体の床版幅，鉄筋本数，鉄筋比

試験体名 床版幅 鉄筋本数 鉄筋比

W36P21 360mm 6本

W60P21 600mm 10本 2.1％

W84P21 840mm 14本
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図–1 試験体断面図 (単位mm)
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図–2 配筋図 (単位 mm)

表–2 各試験体のピーク荷重

試験体名 ピーク荷重

W36P21 70kN， 200kN， 400kN

W60P21 100kN， 250kN， 500kN

W84P21 120kN， 300kN， 600kN

3. 実験結果及び考察
図–4と図–5にW36P21とW84P21の初期ひび割れ
発生荷重から，200， 300， 400， 500kN時の橋軸方
向鉄筋のひずみ分布を示す．初期ひび割れ発生荷重は，
W36P21では70kN，W84P21では 120kNである．鉄
筋ひずみ分布図の，縦軸は鉄筋のひずみを，横軸は試験
体中央からの距離を表している．
一般にコンクリート床版にひび割れが発生するとひび
割れ位置で鉄筋ひずみは極大値をとり，ひび割れ間で極
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図–3 合成桁試験体側面図 (単位 mm)
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図–4 W36P21 橋軸方向の鉄筋ひずみ分
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図–5 W84P21 橋軸方向の鉄筋ひずみ分
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図–6 W84P21 橋軸方向＋ 50mmにお

ける橋軸直角方向の鉄筋ひずみ分

布

–400 –200 0

0

0.02

0.04

–100 0

0

0.02

0.04

Distance from center (mm)

C
ra

ck
 w

id
th

 (
m

m
)

外側鉄筋中央鉄筋

外側鉄筋 中央鉄筋

W36P21 W84P21

20kN

40kN

60kN

80kN

100kN

120kN

20kN

40kN

60kN

80kN

100kN

120kN

図–7 W36P21 W84P21 橋軸方向 0mm

～ 100mmの試験体中央と外側鉄

筋の位置でのひび割れ幅の比較

小値をとるように分布することが知られている．
W36P21では，引張縁のすべての鉄筋についてその
橋軸方向鉄筋のひずみ分布を示した．荷重300kNまで
は 3本の鉄筋ともほぼ同様の挙動を示していることが
わかる．一方，W84P21では，初期ひび割れの段階か
ら，試験体中央と端でひび割れの位置が異なっており，
橋軸方向鉄筋のひずみ分布も異なる形状をとっている．
この試験体においては床版幅がW36P21に比べて大き
いため，ひび割れがコンクリート床版引張縁を斜めに横
切る形で発生するので試験体の中央と端でひずみ分布
が異なる場合があった．しかし，橋軸方向のひずみ分布
に関してはこの 2つの試験体で大きな差異は認められな
い．
次に橋軸直角方向の鉄筋のひずみ分布を考察する．
図–6はW84P21の 20kNから120kNまでの各荷重段
階における，橋軸方向 50mmの位置での橋軸直角方向
の鉄筋のひずみ分布である．荷重 100kNまでは，鋼桁
直下付近の鉄筋のひずみが大きく試験体の端にゆく程
ひずみが小さくなるせん断遅れの傾向が認められる．
しかし120kNでひび割れが発生すると，ひび割れ幅
の大きい箇所でのひずみが急激に大きくなる現象が
観察できる．図–7は，W36P21とW84P21の橋軸方
向 0mm～ 100mm区間の中央と外側の鉄筋の位置での
ひび割れ幅を比較したものである．W36P21では同じ
荷重段階でひび割れ幅はほぼ等しく推移しているが，
W84P21では120kNで試験体中央と端部でひび割れ幅

が異なることが確認される．

4. まとめ
本研究では，単純支持した種々の床版幅の合成桁の静
的負曲げ載荷試験を行い，橋軸方向鉄筋のひずみとひび
割れ幅の測定を行った．その結果，床版幅が小さい試験
体では引張縁の橋軸方向鉄筋は 3本とも，ほぼ同様のひ
ずみ分布を示すが，床版幅が大きい試験体においては，
コンクリート床版を斜めにひび割れが入るため，橋軸方
向鉄筋のひずみ分布は異なる形状をとるということを確
認できた．本研究で製作した3体に関しては，そのひず
み分布の形状に大きな差異があるとは言えない．
橋軸直角方向の鉄筋ひずみ分布は，その断面にひび割
れが発生するまでは，せん断遅れの傾向を確認できた．
また，試験体の床版幅によって同じ荷重段階で中央と端
部にひび割れ幅の差異が見られることを確認できた．
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